
 

  仕 様 書 

１ 委託業務名 

令和２年度「生活文化調査研究事業（書道）」委託業務 

２ 事業の目的 

平成２９年度は、３つの異なる手法（インターネット調査、団体アンケート調査、フォーラム）

を用いて、生活文化及び国民娯楽（以下「生活文化等」という）の分野・実態について広域的に

把握することを目的とした調査事業を実施し、平成３０年度は、食文化の国民意識調査及び食文

化団体、書道団体の実態を把握するためのアンケート等の調査事業を行い、令和元年度は、それ

までに団体調査を実施した生活文化等の分野を除く分野を対象に、団体への調査を実施した。 

本事業は、これまでに実施した団体調査等を基に、書道分野の内容をより詳細に調査すること

により、振興施策の検討に資する資料の作成を目的とする。 

３ 委託業務の概要 

書道分野の関係団体等に対しヒアリング調査等を実施し、当該分野及び団体の実態について詳

細に把握する。当該調査結果等を分析し報告書としてまとめ、生活文化等の振興施策の検討に資

する資料を作成する。 

４ 業務内容の詳細 

（１）書道分野を詳細に把握するための文献調査、ヒアリング調査及びアンケート調査等を行う。

調査の実施にあたっては、下記の点に留意すること。 

① 既存の書籍、論文、調査報告書等から下記の４項目について情報収集を行い、項目毎に整

理を行う。 

  ・日本の書道に関する歴史的変遷及び概要 

・日本の書道が社会において果たす文化的・教育的（学校教育での書写教育や芸術教育の

現状、書道教室や塾の活動等の現状を記載）役割に関する歴史的変遷・概要等 

・国内外における日本の書道（書芸術・書美術）に対する芸術的評価や効果 

・生活の中での書や書道の広がりや伝統文化との関わり 

  上記４項目について、書道分野の有識者あるいは専門家（４名程度）を文化庁担当官とと

もに抽出、整理した情報に基づきヒアリングを行い、その内容を文章にまとめること。 

② 書道を次世代へ継承していく上で、守る必要がある「対象（技法・用具・継承方法）」及び

書道団体の活動実態について把握するため、書道分野の関係団体（書道会派、書道教育団体、

書道教室）を受託者が抽出（約８０団体）し、委託者が受託後指示する内容のアンケート（約

１０項目程度）を行う。その後、アンケート調査を基にしたヒアリング（アンケートしたすべ

ての団体ではなく文化庁担当官が指定する約１０団体程度）を行い、その結果を文章にまと

めること。アンケート調査の実施に際しては、郵送やＦＡＸ、メール等、効率的・効果的な手

法を提案すること。 

（ヒアリング先 想定地 旅費参考） 

  東京都新宿区（１箇所）、千代田区（６箇所）、台東区（１箇所）、港区（２箇所） 

 



③ 既存の書籍、論文、調査報告書から、書道を行う上で必要とされる用具や原材料について、

情報を収集する。収集した情報を整理した上で、書道用具や原材料の製造業者・業界団体 

（６団体程度）を受託者が抽出しヒアリングを行い、その内容を文章にまとめること。 

④ 業務に係る進捗状況に併せて、書道に係る文化創造アナリストと文化庁との有識者会議を

調整、運営すること。（３回程度。資料作成に係る費用、文化創造アナリストへの旅費往復・

謝金の支払い、会場候補（京都市内）選定・会場運営に係る費用（会場使用料含む。）の支払

い及び議事録の作成は受託者が行うこと。） 

  業務完了日を見据え、適切な時期に計画的、効果的な会議を運営すること。 

 （書道に係る文化創造アナリスト発着地 旅費参考） 

  東京都練馬区、台東区、中野区、小平市 各１名 

  埼玉県富士見市、久喜市        各１名 

⑤ 文化庁担当官（場所：文化庁地域文化創生本部）と打合せをすること。（対面での打合せは

３回程度。その他、電話、可能であればテレビ会議などで密に連絡を取ること。打合せの都

度、記録を作成すること。） 

⑥ 文献を引用する際は、著作権等、元となる文献の著者等が持つ権利については、受託者が

必ず調整し、許可を得ること。 

⑦ 調査事業にかかる諸費用として、各有識者、団体等への筆耕依頼及びヒアリングに係る謝

金、アンケート調査票の印刷費、発送・返送等に係る費用、文化庁との打合せや聞き取り調査

に係る交通費、資料作成等を含めて一切の業務が本委託業務に含まれる。 

（２）報告書の作成 

① 上記（１）について、受託者は調査の実施によって得られた情報を整理・分析し、１つの報

告書としてまとめること。なお、有識者会議開催を見据え、遅くとも、令和２年９月末日まで

に、報告書の草案を作成し、文化庁担当官に提出すること。 

② 報告書の冒頭には本調査研究事業の実施背景及び事業のスケジュールを提示すること。 

次に「１ 書道の歴史及び概要について」、「２ 社会における書道の位置付けについて」、

「３ 書道振興等の現状について」、「４ 書道分野の現状について（まとめ）」、「（参考資料）

書道用具の現状について」に章を分けてまとめること（表題は仮称で、変更となる場合があ

る。）。また、調査対象の現状について、広く一般に理解がしやすい構成となるように工夫す

ること。 

③ 各章末には事業結果の総括を付記し、巻末には総括として、今年度事業の実施結果につい

てまとめ、本調査研究事業の今後の課題・展望等を付記すること。 

④ 調査結果の分析・まとめに関する作業については、文化庁担当官と随時協議し、進めるこ

と。また、（１）とは別に行う調査結果を報告書に追記する場合がある。追記する場合は、文

化庁担当官の指示に従い報告書に記載すること。 

参考 URL 平成２７年度・平成２８年度 伝統的生活文化実態調査 

http://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/dentotekiseikatsu_jittai/index.html  

参考 URL 平成２９年度 生活文化等実態把握調査事業報告書 

http://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/seikatsubunkato_jittai/index.html  

参考 URL 平成３０年度 生活文化調査研究事業報告書 

http://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/seikatsubunka_chosa/index.html 

http://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/dentotekiseikatsu_jittai/index.html
http://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/seikatsubunkato_jittai/index.html
http://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/seikatsubunka_chosa/index.html


⑤ 報告書作成、編集などに係る諸費用、印刷及び製本にかかる諸費用、CD-ROM データ作成な

どに係る諸費用等を含めて一切の業務が本委託業務に含まれる。 

５ 委託業務期間 

  契約締結日から令和２年１２月２８日まで 

６ 成果物の提出 

（１）成果物 

報告書（５０冊（簡易製本）・Ａ４版・両面カラー刷り） 

※電子データ（PDF 及び WORD 形式）（CD-ROM または E-mail）も合わせて納入すること。 

（２）納入期限 

令和２年１２月２８日（月） 

  ※上記期限は、納入後１０日以内に文化庁が行う検収に合格する期限である。 

（３）納入場所 

  〒６０５－８５０５ 京都府京都市東山区東大路通松原上る三丁目毘沙門町４３－３ 

  文化庁 地域文化創生本部 暮らしの文化・アートグループ 

  電話：（０７５）－３３０－６７３２ 

７ 応札者に求める要求要件 

（１）要求要件の概要 

  ① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、下記（２）要求要件の詳細に示すとおりで

ある。 

  ② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。 

  ③ 「＊」の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示しており、技術審

査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合格として落札決定の対象から

除外される。 

  ④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たしていなくても

不合格とならない。 

  ⑤ これらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等は、「生活文

化調査研究事業技術審査委員会」において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は

別添の「令和２年度『生活文化調査研究事業（書道）』委託業務」総合評価基準に基づくもの

とする。 

（２）要求要件の詳細 

 Ⅰ 業務の実施方針 

     1-1 調査内容の妥当性、独創性 

＊ 1-1-1 仕様書記載の調査内容について、全て提案されていること。 

〔仕様書に示した内容以外の独自の提案がされていれば、その内容に応じて加

点評価する。〕 

＊ 1-1-2  本委託業務の目的・趣旨を踏まえた内容になっていること。 

＊ 1-1-3 調査研究に必要な分析や課題設定の観点が妥当であること。 

   



1-2 調査方法の妥当性、独創性 

＊ 1-2-1 調査の抽出・分析手法が明確に示されており、妥当であること。 

〔分析手法に事業の成果を高めるための工夫があれば加点評価する。〕 

＊ 1-2-2 調査項目・調査手法が明確に示されており、妥当であること。 

〔調査手法に事業の成果を高めるための工夫があれば加点評価する。〕 

   1-3 作業計画の妥当性、効率性 

＊ 1-3-1 作業の日程・手順等に無理がなく目的に沿った実現性があること。 

〔作業の日程・手順等が効率的であれば加点評価する。〕 

 Ⅱ 組織の経験・能力 

   2-1 組織の調査業務の経験 

＊ 2-1-1 組織として、過去に類似の調査や関連分野の調査を実施した実績があること。

〔類似調査の実績内容に応じて加点評価する。〕 

   2-2 組織の調査事業の実施能力 

＊ 2-2-1 業務を遂行するにあたり、妥当な人員が確保されていること。 

〔人員体制に効率性・妥当性があれば、加点評価する。〕 

＊ 2-2-2 組織として業務を遂行するために、必要な知見・情報収集能力及び分析能力を

有していること。 

〔特に幅広い知見・人的ネットワーク、優れた情報収集能力や分析能力を有し、的

確かつ速やかな分析が可能であれば加点評価する。〕 

＊ 2-2-3 業務を実施する上で適切な財務基盤、経理能力を有していること。 

   2-3 調査業務に当たってのバックアップ体制 

2-3-1 円滑な業務遂行のための人員補助体制が組まれていれば加点評価する。 

 Ⅲ 業務従事予定者の経験・能力 

   3-1 業務従事予定者の調査業務の経験 

＊ 3-1-1 過去に類似の調査や関連分野の調査を実施した実績があること。 

〔類似調査の実績内容に応じて加点する。〕 

3-2 業務従事予定者の調査内容に関する専門知識・適格性 

 3-2-1 調査内容に関する知識・知見、調査内容に関する人的ネットワークを有してい

れば、その内容に応じて加点評価する。 

Ⅳ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 

4-1 ワーク・ライフ・バランス等の取組 

4-1-1 以下のいずれかの認定等があれば、ワーク・ライフ・バランス等の取組に関す

る認定内容等により加点する。 

○ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認

定（えるぼし認定企業）を受けていること。又は、一般事業主行動計画策定済（常

時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る） 

○ 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラ

チナ認定企業）を受けていること。 

○ 青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定を受けてい

ること。 



※ 内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相

当する各認定等に準じて加点する。  

８ 検収 

文化庁は、受託者が納入した納入品につき、仕様書記載事項が満たされていることを、文化庁、

受託者双方の立会いのもとで確認したことをもって検収とする。 

９ 守秘業務 

  受託者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を第三者に漏洩してはならない。 

  受託者は、本委託業務にかかわる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注意義 

務をもって管理し、本委託業務以外に使用しないこと。 

再委託をする場合にあっては、受託者は、再委託先に対しても上記と同様の措置を講じるも 

のとする。 

１０ 協議事項 

   本仕様書に記載されていない事項、又は本仕様書について疑義が生じた場合は、文化庁と適

宜協議を行うものとする。 

１１ 届出義務 

受託者は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認

定等、技術提案書に記載した事項について、認定の取消等によって記載した内容と異なる状況

となった場合には、速やかに文化庁に届け出ること。 

１２ その他 

（１）本委託業務の実施にあたっては、契約書、本仕様書、企画提案書のほか、委託要項及び文化庁

委託業務実施要領（http://www.bunka.go.jp/qa/itaku.html）を遵守すること。 

（２）報告書の提出後に受託機関の責任による誤り等が判明した場合には、当庁の指定する 

日時までに修正するものとする。 

（３）提出した報告書の記述に関し、即時説明できる体制を整えること。 

（４）予算執行上、全ての支出には領収書等の厳格な証明書が必要であり、支出額、支出内容が適切

か否かについても、委託費支払いに際して厳格に審査され、これを満たさない場合は当該委

託費の支払いが行えないため、厳格な経理処理が必要であることを前提として調査研究の受

託可否を検討すること。 

（５）委託契約事務は、会計法等、国の予算執行に係る諸法令に基づき、文化庁が行う。 

 

http://www.bunka.go.jp/qa/itaku.html

